




























































































































































































































































の Tier2.5から Tier ３への引き上げです。あるいは、EU
が指摘するタイの水産業での人権侵害です。児童労働や人
身売買が非常に問題になっており、先週もタイ政府が

























































の方向性では、タイ Plus One すなわちタイを中心とする
ベトナム、ミャンマーが上位にありますが、最近ではラオ
































































































た 非 関 税 障 壁 を、「red box」、「amber box」、「green 
box」とランク付けをして認定し、削減に取り組んでいる
ところです。
　問題は、やはりサービスや投資の分野における自由化で
す。各国とも、小売業を中心に、なかなか外資に開放しま
せん。タイも小売業やサービス業は49％でマジョリティー
が取れません。こういったサービス分野が、AEC の下で
どれだけ自由化するでしょうか。
　ASEAN は法律的な拘束力を持つわけではなく、各国が
ボランタリーで国内法に準拠して対応するものなので、国
によっては国内の政治的な判断や財閥からの反発というこ
とがあり、ASEAN の基本精神に沿った自由化がどこまで
進むか危ぶまれています。それに対して、ASEAN はこう
いったサービスや投資分野の自由化という方向性を打ち出
しています。
　ASEAN における原産地規則の統一化も、次の課題と
なっています。それに加えて、簡素化の取り組みとして原
産性の自己証明制度を導入し、従来は商工会議所や第三者
に申請していたものを自社で証明できる制度が、パイロッ
トプロジェクトとして取り組みが始められたところです。
49タイ・ASEANの経済状況と課題
いちいち第三者機関に申請しなくてもよくなるので、これ
がどう進捗していくかをわれわれも注目しています。
　日本の企業が ASEAN にどういう働き掛けをしている
かというと、ASEAN 日本人商工会議所連合会（FJC-
CIA）と ASEAN 事務局長の対話が年に１回あり、今年も
６月にマニラで第７回目の対話を行いました。JETRO が
とりまとめた要望書を毎年出して、進捗を確認し、不十分
なところは引き続きやってほしいと働き掛けています。来
年はマレーシアでやる予定ですが、AEC を記念して少し
力を入れてやりましょうという話をしています。
８ ．質　疑
Ａ：昨年、JETRO の事務局に、東西回廊と経済回廊の件
でティラワの港とダウェー港のお話をいろいろうかがいま
した。ダウェー港のほうは資金的な問題があって、６月の
段階で日本に支援を求めているということですね。
　その後、日本はどう対応しようとしているのでしょう
か。東西経済回廊のほうがメインで、もともとはティラワ
をメインに開発をしたいという日本政府の意向がありまし
たが、ダウェーのほうは結局どうなったのか、その辺の見
解を教えていただけますでしょうか。
田中：申し訳ありませんが、私は日本政府の人間ではない
ので、答える立場にはありませんが、おっしゃるように、
今はティラワを優先的にやっています。ですから、ダ
ウェーの開発に対しては特に何も公式コメントはないよう
です。ただ、ダウェーの重要性は日本政府の方も分かって
いるはずです。
　まずはティラワを優先的に開発して、ヤンゴンの郊外と
して開発が進んでいます。現在、ミャンマー政府とタイ政
府の MOU にもとづいて開発計画が進んでいます。まだ日
本政府として正式にコミットしていない状況です。
Ｂ：中国の ASEAN に対する影響力ですが、北のほうは
陸続きだし、外貨などもものすごく持っているようなの
で、中国の ASEAN に対する影響力をどのように見てい
ますか。
　日本の影響力が小さくなっていくと見ておいたほうがい
いのでしょうか。
田中：製造業に関しては、タイにおいては日本企業が確か
な地位を築いており、自動車の生産台数も国内の９割以上
を占めています。
　これまで、タイでは中国の経済的な影響はさほど強くは
なかったのですが、隣のラオスまで行くと中国色が強く、
ほとんど日本の出る幕はないというくらいに中国の経済的
な影響が大きくなっています。
　貿易も投資も、最大の相手国は中国、そしてベトナム、
韓国と続きます。ラオスの JETRO ビエンチャンオフィス
が今月からオープンして、駐在員も置くようになりまし
た。そのときにラオスのトンシン首相が、やはり中国やベ
トナムに貿易を依存するのは国の発展としていかがなもの
かということで、日本からの投資を非常に歓迎するという
コメントがありました。
　ラオスの影響が強いが故に警戒感もあって、タイの北の
ほうの人たちは多角化といったことを必死で考えていま
す。そのひとつが、投資受入国の多様化です。
　タイの場合も、これまで製造業の分野では日本が主要な
相手国でしたが、象徴的なのは例の高速鉄道です。タイの
インラック政権時代に高速鉄道を建設しようとして、現在
の軍事政権の下で中国がこれをやると言っています。それ
をタイ軍事政権がどうやってコントロールしようかと思っ
ている状態でしょう。
　中国は、高速鉄道を中国から全部つなげる計画を提出し
たと言われています。鉄道網が中国から全部つながると、
経済的にも人的な交流もますます盛んになり、非常に大き
な影響を及ぼすのではないかという危惧があります。
　しかし、日本は ODA や政府保証がないと、民間ではな
かなか動けません。中国は国が全部やるわけなので、その
影響力が非常に心配されています。
Ｃ：今のお話に関連して、これからの世界の競争は、個々
の企業が何かやるのは限界があって、国策的な考えのもと
に動かないと勝てないと言うか、推進できないのではない
かと思います。
　JETRO というお立場なら、これは国ではないので多少
自由に動くことも可能だろうと思いますが、そういう点で
JETRO さんは何が制約になっているのか、あるいはどう
いうことをやろうとしているのかをおうかがいしたいと思
います。
田中：JETRO は自主事業もありますが、国の機関であ
り、国から補助金をもらって事業を進めています。そうい
う意味では、国策に沿った事業展開を行っています。
　現在はこういった輸出促進や、中小企業の海外展開を支
援するためにアドバイスをするといった事業内容です。
　私ども JETRO の立場としては、やはり日本企業は今後
も海外生産比率が高くなるでしょうし、中小企業の進出が
ますます増えるでしょう。それをどうお手伝いして円滑に
いくようにお手伝いするか、これをまさに福田さんや、そ
ういう方たちの助言などもいただきながらやっているわけ
です。
Ｃ：日本企業が失敗しないように応援する、カバーすると
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いうよりは、引っ張っていったほうがいいのではないかと
思うのですが。
田中：そうですね。国内の空洞化の議論になってしまうの
で、なかなか「引っ張る」という言葉は使えませんが。
　一方では、実は JETRO 自体は対日投資の誘致が我々の
言葉で言うと「一丁目一番地」で、外国企業に日本に来て
いただいて R&D 拠点やアジアの拠点にするべく投資誘致
活動をする、これが組織の一番大きなミッションとなって
います。
　その次くらいに、中小企業の海外展開支援という順番で
す。もちろんタイにおいても、タイの企業を日本に連れて
くる仕事もやっています。
